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研究成果の概要（和文）：　地域運営組織が形成され、地域課題解決のための事業を推進するための要となるも
のとして、その支援の組織とシステムを分析し、動態モデルを構築することが本研究の目的である。実際の地域
運営組織の様子を調査し、その変化を分析した。今日、「中間支援組織」と呼ばれるものが地域運営組織を支援
するパターンと、地域運営組織自体が中間支援組織といして活動するパターンとが確認できた、
　中間支援組織については、概念的にも実態的にも多様であるため、その先駆とされる「まちづくり情報センタ
ーかながわ」の成立過程から解散に至るまでの動態を詳細に分析した。それらの成果の一部は、学会誌、大学紀
要、学会での口頭報告として公開した。

研究成果の概要（英文）：　The objectives of this study were to analyse the organisations and systems
 that promote the formation of regional management organisations and support their projects, and to 
build a dynamic model of the formation of such regional management organisations. To this end, 
actual regional management organisations were investigated and their changes analysed. It was 
confirmed that there are two patterns: one in which what are now called 'intermediate support 
organisations' support the regional management organisations, and the other in which the regional 
management organisations themselves act as intermediate support organisations,
　As intermediate support organisations are conceptually and practically diverse, we analysed in 
detail the dynamics of the pioneering 'Machi-zukuri Joho Center Kanagawa' from its establishment to 
its dissolution. Some of these results were made public as an academic journal, a university 
bulletin and an oral report at the conference.

研究分野： 非営利組織経営

キーワード： 地域運営組織　動態分析モデル　支援システム　中間支援組織　インターミディアリー
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　少子高齢化が進行する日本においては、財政的な限界などから、地域の衰退が懸念されている。その対応方法
として地域運営組織は今後きわめて重要な存在になる。しかし、地域運営組織自体がまだ発生まもないこともあ
り、その研究はまだ初期段階にあり、本研究は今後の研究の重要な基礎を与えるものである。
　とりわけ、地域運営組織がどのようにして形成され、どのように変化していくかという視点のいわば動態の研
究は、組織理論においても研究が遅れがちであるため、組織変動や動態の実態に即した研究が与える含意は理論
的にも重要である。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 
人口減少、少子高齢化、地方衰退などの喫緊の課題に対応するための重要な方策として期待が

高まっている「地域運営組織」について、それを有効に機能させるための制度的および理論的研
究を、日本とイギリスの先行事例の比較を通じて行うことを研究全体の目的とした。 
地域運営組織による地方創生は、すでに国の重要政策として複数の省庁による支援施策を通

じて進められており、その数は急増しているが、地域の中のさまざまな主体を巻込んだ組織を実
際に有効に機能させることは、政策立案者が予測しているよりも遥かに難しい。 
また、財源だけでなく、人材の確保や育成も大きな課題となっている。それらのリソースの調

達や育成は、地域外部との連携なくしてはなかなか難しい。ところが、多くの場合、郡部の地域
は人口減少や高齢化にともなって、外部との交流が難しくなっている。 
 
２．研究の目的 
 
１．今後の日本社会は地方から加速度的に衰退する 今後の日本は加速度的に人口減少、少
子高齢化が進み、それによって地方が急速に衰退し ていくことが懸念されている。その影
響は経済だけにとどまらず、人びとの生活や社会のあ り方にまで及ぶと予測されている。
そのため政府は地方創生担当大臣を置き、内閣に「ま ち・ひと・しごと創生本部」を設置
し、各省庁による施策を総合しながら、地方衰退に歯止 めをかけようとしている。 
 
２．日本政府は地方創生の柱として「地域運営組織」を重点化した その地方創生の施策の
中で重点とされているのが「地域運営組織」である。これは「地域 で暮らす住民が中心と
なって立ち上げた地域運営組織が、行政等が補完できないサービスの 担い手となる」とい
うもので、「多種多様な住民サービスを行政と連携して実施する」こと が期待されている。
同組織はすでに全国 494 市町村で 1680 団体が活動するといわれる。当面 の行政の施策目
標は、地域運営組織や「小さな拠点」の設立件数を倍増させることであり、 その後も増加
を図っていくとされている。 
 
３．組織を作っても機能させるのは難しい 行政による支援は主に組織の設立と「小さな拠
点」づくりの支援であって、それを動かす ための支援はせいぜい初期段階での少額の運営
資金の補助くらいしか予定されていない。 しかし、地域のさまざまな主体を巻込んだ組織
を実際に有効に機能させるのは、政策立案 者が予測しているよりも遥かに難しい。しかも、
その組織には地域で起こるさまざまな課題 に対処し、行政機能を補うことが期待されてい
る。その期待に副うための人的および組織的 な能力構築は、理論的な裏付けも蓄積も何も
ないのが実態なのである。  
 
４．「地域運営組織」の経営学的、組織論的分析と知見蓄積が急務 組織やハコを作った後こ
そが重要なのである。しかも実際には組織にしてもハコにしても、 既存のものを転用した
り統合したりして、既存資源を有効に活用することが求められている。 つまり、「地域運営
組織」を有効なものに仕立てていくことは、経営学や組織論に課せら れた課題なのである。
しかし、これまでの企業を前提として蓄積されてきた経営学や組織論 の知見はそのままで
は有効ではない。 (1)-５．多様な組織を出入りする参加者によって構成される組織の分析モ
デル 「地域運営組織」は株式会社形態をとっている場合でさえその本質は非営利組織であ
り、 しかも多様な組織間関係の中にある。参加者は企業、協同組合、自治会、NPO、行政
などさ まざまな組織に同時に所属しながら、そしてそれらの組織の意図や解釈を「地域運
営組織」 に持込みながら出入りする。このような組織を記述するモデルは、大学を事例に
したゴミ缶 モデルなどの萌芽的なものしかまだない。われわれは「地域運営組織」を事例
に、このよう な複雑な状況にある組織の分析モデルを構築することを目指す。 
 
 
３．研究の方法 
 
 これまでに実施してきた複数の地域でのフィールド調査を土台に、そこでの地域運営組織の
有無、始動の状況、関係者のつながりなどを既存文献のサーベイ、現地視察、関係者へのインタ
ビューなどを通じて分析した。 
 また、いくつかのケースにおいては、アクションリサーチを実施し、実際の地域運営組織の運
営に関して関与した。 
 
 



 
４．研究成果 
 
研究期間中にコロナウィルスが拡大し、当初に予定されていた現地でのフィールドワークは

大きく制限された。しかし、その一方で普及した Zoom などのオンラインのコミュニケーション
ツールによって、インタビュー等はかなりカバーすることができた。 
また、コロナ拡大後は計画の見直しを余儀なくされた海外学会での研究成果の発表は、コロナ

が拡大する前にいくつかのものを実施することができた。 
地域運営組織をテーマにしていたが、同時的にアメリカなどで盛んに用いられるようになっ

た「コレクティブ・インパクト」という概念ないしは用語も同様の目的と仕組みを持っていただ
ので、「コレクティブ・インパクト」という用語による研究成果もまとめることができた。 
実際の現場への適用については、後をはじめ実践された。しかし、事業進行中であることもあ

り、その具体的な報告は今後に行う予定である。 
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